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 総論 

 

（目的） 
 第１ このマニュアルは、「電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平

成 7年法律第 39 号）」（以下、「法」という。）により、電線共同溝を整備

するための基本的考え方、整備すべき道路の指定および整備計画策定等

具体的な事務手続きを定め、電線共同溝整備事業の円滑な遂行に資する

ことを目的とする。 

なお、この目的達成のために電線共同溝の占用予定者と十分調整を図る

ものとする。 

 

（適用の範囲） 
  本編は、埼玉県県土整備部及び都市整備部が所管する電線共同溝整備

に適用する。 

 

 対象路線 

 

（計画） 
  電線類地中化路線は、原則として「埼玉県無電柱化協議会（以下、「協

議会」という。）」において合意を得た「埼玉県無電柱化実施計画」（以下、

「実施計画」という。）に位置付けられた、路線を対象とする。新たに実

施計画への位置付けを希望する場合、新規希望箇所について、指定の調

書（様式集 様-1～様-9 参照）を作成し、道路環境課に提出し、上述の

通り、協議会の合意を得た後実施計画に位置付けられる必要がある。 

 また、法では、道路法上の道路管理者が一元的に行政手続きを行うこ

ととしているので、新設道路等の道路区域決定等が行われていない路線

では、道路法上の道路認定及び道路区域の決定の手続きを事前に行う必

要がある。 

 

※県土整備事務所の事業担当者は電線共同溝整備道路の指定の手続きに入る

前に事務所の管理担当へ道路認定及び道路区域決定がされているか確認を

すること。 

※県土整備事務所の事業担当者は現道が都市計画道路の区域と重複している

か確認し、重複している場合は都市計画課施設設計担当へ確認すること。 
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 電線共同溝整備道路の指定 

 

（電線管理者等への意見聴取） 
  道路管理者（県土整備事務所）は、下記の者に対して電線共同溝整備

道路の指定を行うため意見を聴くものとする。 

 

◇対象者 

（法第 3条第 2項の規定に基づく意見聴取） 

・埼玉県公安委員会・・・・・所轄警察署 

・市町村 

・旧一般電気事業者・・・・・東京電力パワーグリッド 

・一般送配電気事業者・・・・東京電力等 

・当該道路の沿道がその業務区域に該当する登録電気通信事業者 

・・・・・・・・ＮＴＴ、ＫＤＤＩ、ＫＤＤＩ、Ｓｏｆｔｂ

ａｎｋ、ＪＣＯＭ等 

 

（その他） 

・入溝希望者・・・・・・・・ＣＡＴＶ事業者、難視聴ケーブル等 

 

（電線共同溝整備路線の指定） 
  道路管理者（県土整備部長）は、意見聴取の回答を受け、道路又は道

路の部分（道路の片側のみの指定も行うことができる。）について指定を

行う。 

・路線指定に必要な図面等は、県土整備事務所（建設事務所）で作成する。 

・路線指定及び告示について、道路環境課で行う。 

・道路環境課は、告示完了後、県土整備事務所に通知を行う。 

・県土整備事務所は各電線管理者に占用許可申請の提出期限を定めて通知

する。また、指定の内容を窓口に掲示し、法第９条に従って道路占用の許

可等を制限する。 

・県土整備事務所は各電線管理者に占用許可申請の提出期限を定めて通知

する。  
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 電線共同溝整備計画の策定 

 

（占用許可申請書の提出） 
  入溝を希望する電線管理者は、告示の通知を受けたら提出期限までに

下記の書類を添付したうえ、道路管理者（県土整備事務所）に電線共同

溝の建設完了後の占用許可申請書を提出する。 

・敷設計画書 

・建設負担金計算書 

・電線共同溝に敷設する電線に接続する電線又は当該電線を収容するため

の施設の概要を記す書類及び図面 

・その他参考になる書類及び図面 

道路管理者（県土整備事務所）は、占用許可申請を受けた場合、上記

の内容を確認した上で、受理する。なお、占用許可申請を提出した者は、

申請が却下されない限り占用予定者となる。 

 

（占用許可申請書の留意点） 
  以下の項目に該当する占用許可申請は、却下となる。 

・当該申請の内容が、当該電線共同溝整備道路の構造等に照らし、採用す

ることのできる電線共同溝の規模及び構造上相当でないと認められる

ものであること。 

・当該申請が、当該電線共同溝の建設及び管理に支障を及ぼすおそれがあ

ると認められるものであること。 

これについての判断は県土整備事務所長が行い、その旨占用予定者（申

請者）に通知する。 

 

（整備計画書） 
  道路管理者（県土整備事務所）は、法第 5 条第 2 項により占用許可申

請書に基づき「電線共同溝整備計画（案）」（以下、「整備計画書」という。）

を作成する。 

整備計画書には、電線共同溝名称、整備位置、構造、整備延長、占用

予定者、占用者別溝内占用部分及び電線敷設計画概要（敷設計画書）、電

線共同溝の建設に要する費用（建設費、建設負担金）、工事期間、電線共

同溝の耐用年数を記載するものとし、占用予定者に意見聴取を行うもの

とする。  
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（電線共同溝整備計画の確定） 
  県土整備事務所（建設事務所）は、上記意見聴取により、各電線管理

者から異議が認められなかった場合は、担当事業課に協議する。担当事

業課の承認を受けて電線共同溝整備計画は確定される。県土整備事務所

（建設事務所）は各占用予定者に確定の通知を行うものとする。 

 

 

 既設占用物件等の移設補償費 

 
（占用物件） 

  「「電線共同溝の整備に伴う占用物件の移設に係る費用の負担について」

の一部改正について（通知）」（平成 13 年 8 月 17 日付け道環第 315 号県

土整備部長通知）に基づき取り扱うこととする。詳細は「参考資料（通

知集等） 通-110～」参照。 

 
≪参考 –通知より抜粋（※）≫ 

〇既設電柱が道路区域内にある場合 
Ａ ＣＣＢＯＸ設置にあたり、既設電柱が支障となり仮電柱が必要な場合 

 工事費 材料費   工事費 材料費 

既設電柱・電線の撤去 100%補償 補償対象外 仮電柱・電線

の撤去 

100%保証 残存価値分を

控除する 仮電柱・電線の設置 100%補償 100%補償 

 
Ｂ ＣＣＢＯＸ設置にあたり、既設電柱が支障とならない場合 

 工事費 材料費 

既設電柱・電線の撤去 補償対象外 補償対象外 

 
〇既設電柱が道路区域外にある場合 
Ｃ ＣＣＢＯＸ設置にあたり、既設電柱が支障となり仮電柱が必要な場合 

 工事費 材料費   工事費 材料費 

既設電柱・電線の撤去 100%補償 補償対象外 仮電柱・電線

の撤去 

100%保証 残存価値分を

控除する 仮電柱・電線の設置 100%補償 100%補償 

 
Ｄ ＣＣＢＯＸ設置にあたり、既設電柱が支障とならない場合 

 工事費 材料費 

既設電柱・電線の撤去 補償対象外 補償対象外 

 
※通知内容を必ず確認すること 
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（既設電線類） 
  「電線共同溝建設に伴う既設電線類の移設補償の当面の取り扱いにつ

いて（通知）」（平成 11 年 10 月 1 日道環第 567 号土木部長通知）に基づ

き取り扱うこととする。詳細は「参考資料（通知集等） 通-115～」参照。

なお、上記通知で定められた適用対象者は手続き開始時点における電気

通信事業法に基づき読み替えるものとする。 

 

≪参考 –通知より抜粋（※）≫ 

   
※通知内容を必ず確認すること 

 

 工事の施工 

 

  道路管理者（県土整備事務所）は、「電線共同溝整備計画」に基づき、

工事を施工するものとする。 

 

 

 建設負担金 

 

（建設負担金の納付） 
  占用予定者は、毎年度、電線共同溝整備計画に定められた建設負担金

を、道路管理者（県土整備事務所）が発行する納入通知書により定めら

れた期限までに納付しなければならない。 
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（建設負担金の精算） 
  道路管理者（県土整備事務所）は、電線共同溝の建設において、大幅

な延長の変更等があった場合は、占用予定者に対し建設負担金の算定直

しを求める。また、道路管理者（県土整備事務所）は提出された資料に

基づき、整備計画書（変更案）を作成する。整備計画書（変更案）確定

後、定めた建設負担金を、納入通知書を発行して徴収する。 

 

 

 既設電線類の移設補償費 

 

  電線共同溝の建設において、電柱・電線等（=既設電線類）が支障とな

るため、移設及び撤去（仮移設等）を行う場合は、「平成 12 年 4 月 10 日

付け建設省道路発第 33 号・建設省道環発第 16 号建設省道路局路政課長、

道路環境課長通知」に基づき、その費用を道路管理者が補償する。 

 

 

 電線共同溝の占用許可 

 

（電線共同溝の占用許可） 
  道路管理者（県土整備事務所）は、電線共同溝の工事完了後速やかに、

下記の事項を明らかにして各占用予定者に占用を許可するものとする。 

・占用することができる電線共同溝の部分 

・電線共同溝に敷設することができる電線の種類及び数量 

・電線共同溝を占用することができる期間 

 

（占用工事） 
  電線管理者は、占用許可を受けた占用物件について、実際に入線工事

を行う場合は、別途敷設工事届を所管の県土整備事務所に提出するもの

とする。県土整備事務所は、占用許可申請書と照合の上、敷設工事届（入

線工事）を許可するものとする。 

 

（占用料の取り扱い） 
  県土整備事務所は、敷設工事届により実際に入溝することになる占用

物件について、占用料を算定し、電線管理者から徴収するものとする。 

 

 

 事後入溝の取扱い 

 

 当初の占用予定者以外の者であっても、電線共同溝の収容能力に余裕
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があるときは、道路管理者（県土整備事務所）の許可を受けて、電線共

同溝に占用することができる。 

 

（事業中の場合） 
 事後入溝を希望する電線管理者は、道路管理者（県土整備事務所）と

協議のうえ、下記の書類を添付のうえ、占用許可書を県土整備事務所に

提出するものとする。 

・敷設計画書 

・建設負担金計算書 

・電線共同溝に敷設する電線に接続する電線又は当該電線を収容するため

の施設の概要を記す書類及び図面 

・その他参考になる書類及び図面 

県土整備事務所は、提出された資料に基づいて電線共同溝整備計画の

変更を行うものとし、計画変更後は他の占用予定者と同様に扱うものと

する。 

 

（事業完了後の場合） 
 事後入溝を希望する電線管理者は、県土整備事務所と協議のうえ、下

記の書類を添付のうえ、占用許可申請書を県土整備事務所に提出するも

のとする。 

・敷設計画書 

・占用負担金（＝建設負担金に相当する）の算出に必要な資料 

・電線共同溝に敷設する電線に接続する電線又は当該電線を収容するため

の施設の概要を示す書類及び図面 

・その他参考になる書類及び図面 

 

 道路管理者（県土整備事務所）は、以下のいずれにも該当しないこと

を確認し、占用を許可する。 

・この法律の規定に基づき当該電線共同溝を占用している者の権利を侵害

すること。 

・当該電線共同溝の規模及び構造上相当でないこと。 

・当該電線共同溝の管理に支障を及ぼすこと。 

 

 道路管理者（県土整備事務所）は、占用予定者の占用負担金を、納付

期限を定めて占用予定者に通知するものとする。 

占用者は、上記の占用負担金を道路管理者（県土整備事務所）が定め

る期間までに一括で納付しなければならない。  
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 維持・管理 

 

（電線共同溝管理規程等） 
 道路管理者（県土整備事務所）及び電線共同溝の占用者は、「埼玉県電

線共同溝管理規程」及び「埼玉県電線共同溝保安細則」に基づき、適正

な維持・管理に努めるものとする。 

・緊急連絡体制等を定め、毎年度確認するものとする。 

・これら管理規程等に定めのない詳細な事項は、別途協議し定めることが

できる。 

 

（管理負担金） 
 道路管理者（県土整備事務所）は、電線共同溝の改築、維持・修繕、

災害復旧、その他の理由により、現有機能の保全及び維持管理に必要な

費用が発生したときは、「埼玉県電線共同溝管理規程」に基づき、各整備

路線（工区）ごとに定まる建設負担割合により管理負担額を確定し、各

占用者に通知することとする。 

占用者は、上記の管理負担金を県土整備事務所が定める期間までに一

括で納付しなければならない。（電線共同溝では、共同溝における照明

費用のように、毎年恒常的に徴収する管理費用はなく、その都度必要に

応じて徴収するものとする。） 

 

 

 道路管理者以外の事業者による電線共同溝の整備 

 

（電線共同溝整備道路の指定） 
 道路管理者以外の事業者（街路事業、土地区画整理事業、市街地再開

発事業及び開発事業の行為者等）（以下、「他事業者」という。）が、電線

共同溝の整備を行う場合は、道路管理者（県土整備事務所）と協議のう

え、工事の設計及び実施計画を策定し、道路管理者の承認を得なければ

ならない。 

他事業者が、上記の承認を得た場合、道路管理者（県土整備事務所）

は、電線共同溝整備道路の指定に伴う意見照会以降の手続きをするもの

とする。ただし、電線共同溝整備計画に伴う事前協議及び計画策定の実

務は、他事業者が行うものとする。 
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（工事の施工） 
 工事は、他事業者が施工するものとする。また、他事業者は、工事完

了後速やかに道路管理者に工事完了の通知を行い、道路管理者に引き継

ぐものとする。 

 

（建設負担金の取扱い） 
 以下は一般的な取扱いを示すものであり、個別には道路管理者と協議

のうえ決定する。 

①街路事業 

建設負担金の徴収は、他事業者が行う（受け入れする）。 

②デベロッパー、土地区画整理など 

道路管理者以外のデベロッパー等が、道路法第 24 条の規定に基づき、

道路管理者の承認を得て電線共同溝を建設する場合、道路管理者は、電

線共同溝の建設に要する費用が生じないため、占用者から建設負担金又

は占用負担金を徴収することはできない。 

デベロッパー等が占用者から建設負担金相当額を徴収するか否か、徴

収する場合どの程度の額にするかは、当事者同士の契約に委ねられる。 

9



10



◆標準的な事務の流れ（事務分掌） 

◇路線の指定・告示については、県土(事)の事業担当が回答を受け、起案し決裁後、

道路環境課防災担当へ照会する。（建設事務所は、形式上、県土(事)管理担当を通

す。以下同様。） 

◇各占用者への占用許可については、県土(事)の事業担当が審査し、素案（許可書）

を作成し、管理担当が起案し、許可を出す。 

◇各占用者からの敷設工事届については、県土(事)の事業担当が、占用許可申請書と

照合し、管理担当が占用料の調定を行う。 
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